
　株主の皆様には、平素より格別のご支援を賜り厚く御礼申しあげます。
　テクノホライゾングループ2025年３月期中間期（2024年４月１日から2024年９月30日まで） の中間報告
書をお届けするにあたりましてご挨拶申しあげます。
　当社の組織体制は、2024年４月１日よりこれまで以上に指示命令系統を明確にし、意思伝達系統を簡素化
することで迅速な業務執行の促進を図るため事業本部制から本部制に移行し、執行役員制度を廃止いたしま
した。
　また、管理職も部長・課長職からマネージャー職に移行し、一階層にすることでフラットな組織にいたしま
した。その結果、現場での意思決定を速め、早期に課題解決を図る体制へと移行しております。
　事業面では、営業は地域別とし、グループすべての製品を扱うことで効率をアップしております。開発では、
グループを横断して技術を共有し競争力の高い製品開発に努めております。また、グループ間の組織を融合し
これまで以上に事業シナジーを追求して参ります。

【映像＆ＩＴ事業】シンガポールの子会社２社（アジア地域でのサイバーセキュリティ製品の卸売及びオフィ
ス機器やＡＶシステムの販売）は、引き続き堅調に推移いたしました。海外教育市場では、アメリカ及びヨー
ロッパの子会社が堅調に推移し収益に貢献しました。国内の教育市場向けの書画カメラや電子黒板の販売は、
文部科学省による2019年から開始したＧＩＧＡスクール構想（生徒１人に１台のコンピューターと高速ネッ
トワークを整備）で導入した機器の入れ替えが進み、前中間連結会計期間対比では増加いたしました。今後、
更新需要の増加が期待され、ＧＩＧＡスクール構想第２期を念頭に活動を強化していきます。

【ロボティクス事業】国内のＦＡ関連機器等の販売では、国内子会社のはんだ付けロボットは堅調に推移しま
したが、国内の量産機や検査装置が前年同中間期実績を下回りました。一方、中国では工場の設備投資環境悪
化の長期化に備え、経費削減による体質強化に努めております。

【結果】当中間連結会計期間における当社グループの業績は、売上高23,503百万円（前年同中間期比0.9％増）
となりました。利益面では、売上総利益率が改善する一方で、円高の進展により為替差損を185百万円計上し
ました。この結果、営業利益148百万円（前年同中間期比8.0％減）、経常損失７百万円（前年同中間期は経常
利益680百万円）、親会社株主に帰属する中間純損失276百万円（前年同中間期は親会社株主に帰属する中間
純利益293百万円）となりました。
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セグメント別概況

トピックス
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映像＆IT
セグメント

学校教育ソリューション事業 オフィス・経営ソリューション事業

自動車ソリューション事業 医療ソリューション事業

セキュリティソリューション事業 マシンビジョンソリューション事業

　映像＆ＩＴ事業における当中間連
結会計期間の売上高は16,413百万
円（前年同中間期比11.0％増）、営
業利益は434百万円（前年同中間期
は営業損失21百万円）となりました。

事業状況

プロフェッショナルワーク事業（緊急対策、フィールドワーク）の譲受

連結子会社による子会社（孫
会社）の設立

連結子会社による株式取得

日本最大級のオープンイノベーション拠点
「STATION Ai」へ入居

BCS Technology International Pty Ltdとの
業務提携

当社連結子会社による支
店設立

2024年６月、株式会社ブイキューブのエンタープライズDX事業の一部である緊急対策とフィールドワークの
専門領域に特化したDX支援を行う「プロフェッショナルワーク事業」を譲受しました。

緊急対策/防災対策ソリューション
自治体・企業のデジタル次世代防災で、意思決定のスピードと質を向
上。各方面の様々な情報をスピーディに集約・整理・共有することで、
迅速な意思決定をサポートします。

様々な情報を電子テーブル上で
整理・俯瞰

地図を基盤に事案や対応リソース
を管理

音声・資料・映像によるコミュニケー
ション

2024年７月、ESCO Pte. Ltd.（シ
ンガポール）が、大韓民国において
既存の韓国支店に加えて、全額出資
による子会社ESCO Korea Co., Ltd.
を設立しました。韓国内に子会社を
設置することで、韓国内の情報通信
工事業法の資格が取得できることか
ら、政府・その関係機関や、現地大
企業、地方有力企業から更なる案件
の獲得による持続的な成長を目指し
ます。 

2024年５月、アポロ精工株式会社
及 びPACIFIC TECH （THAILAND） 
CO.,LTD. が、Apollo Seiko South 
Asia Co., Ltd.の全株式を取得しま
した。今回の株式取得に伴い、アポ
ロ精工とApollo Seiko South Asia
の関係を強化しタイ事業の拡大を目
指します。 

2024年10月、愛知県が運営する国内最大のオープン
イノベーション施設である「STATION Ai」にパート
ナー企業として入居しました。国内最大のオープンイ
ノベーション施設「STATION Ai」への入居を通じ、
スタートアップと
の連携強化を図り、
革新的なビジネス
モデルや技術の創
出を目指します。

2024年９月、オーストラリアを本社とするIT企業であ
るBCS Technology International Pty Ltdと、AI技術
を活かしたグローバルITソリューションをさらに拡大し
ていくための業務提携を開始しました。今回の業務提携
により、BCS社の強みを当社が持つハードウェア開発技
術の強みに融合させ、新たな商品やサービスを創出しグ
ローバル事業の領域を拡大するとともに、BCS社の卓越
したソフトウェア開発人材により、IT人材不足の課題を
抱える日本企業との戦略的開発パート
ナーシップの構築に取り組みます。

2024年７月、アポロ精工の
海外子会社（当社連結子会社）
であるApollo Seiko Europe 
B.V.がポーランド共和国に支
店を設立しました。欧州全体
の拡大を目指します。

緊急対策ソリューション製品ラインアップ

電子作戦テーブル
ELMO DXテーブル

事案管理地図システム
ELMO コミュニケー
ションマップ

リアルタイム情報共有システム
ELMO コラボレーション

テクノホライゾングループの動き
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　ロボティクス事業における当中
間連結会計期間の売上高は7,090
百万円（前年同中間期比16.6％減）、
営業損失は290百万円（前年同中間
期は営業利益187百万円）となりま
した。

事業状況

『ESD可視化カメラ BVC2951U』が進歩・技術賞を
受賞

レーザー式はんだ付け装置STAR GATEがはんだ付け装
置部門「メキシコ テクノロジー賞」受賞

2024年９月、ブルービジョ
ンが一般財団法人静電気学
会が主催する「第48回 静
電気学会全国大会」におい
て、同社商品『ESD可視化
カメラ BVC2951U』が進
歩・技術賞を受賞しました。

2024年９月、アポロ精工のレーザー式はんだ付け装置STAR GATE
が、MexicoのGuadalajaraで開催されたSMTA Guadalajara展示
会において、はんだ付け装置部門の「メキシコ テクノロジー賞」を
受賞しました。

ピクチャーキッズクラウド for ELMO Display発売
2024年７月、一体型電子黒板「ELMO Board」/ 32イン
チモバイルディスプレイ「MOMOBo」専用アプリケー
ション「ピクチャーキッズクラウド for ELMO Display」
を発売しました。授業での活用に最適化した直感的なユー
ザーインターフェイス、絵の具の混色をはじめとした多彩
な描画機能と豊富なスタンプ素材を取りそろえたお絵描き
アプリケーションです。

子会社によるサイバーセキュリティ関連商品の新規取り
扱いを開始

「SILKYPIX Developer Studio Pro12 ダウンロード版
（Windows）」発売

2024年６月、PACIFIC TECH CO.,LTD.（シンガポール）が、企
業のネットワーク管理を強化するためのソリューションを提供する

「BLUECAT」及び、IT管理とリモートモニタリングのための包括的
なソリューションを提供する「NinjaOne」、新たに２つのサイバー
セキュリティ関連商品の取り扱いを開始しました。

2024年７月、高画質RAW現像ソフト「SILKYPIX Developer 
Studio」シリーズの最新版『SILKYPIX Developer Studio Pro12 
ダウンロード版（Windows）』を発売しました。本製品では、改
良された操作画面がより見やすく、わかりやすくなり、初めて写
真編集をおこなう方にも最適なソフトウェアとなりました。

FA
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〒457－0071
愛知県名古屋市南区千竈通（チカマトオリ）二丁目13番地１
TEL.　052－823－8551（代）

株主メモ

会社概要 役員
2024年９月30日現在2024年９月30日現在

商 号 テクノホライゾン株式会社
（英文名：TECHNO HORIZON CO.,LTD.）

設 立 2010年４月１日
事 業 内 容 「映像＆IT事業」及び「ロボティクス事業」に属する

商品の開発・製造・販売
所 在 地 〒457－0071

愛知県名古屋市南区千竈通（チカマトオリ）二丁目
13番地１
TEL.　052－823－8551（代）

代 表 者 代表取締役社長　野村 拡伸
資 本 金 25億円
従 業 員 数 連結1,456名
ホ ー ム ペ ー ジ https://www.technohorizon.co.jp/

株式情報
2024年９月30日現在
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国内法人

外国法人等
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（注）自己株式7,586千株は、「個人・その他」に含めて記載しております。

所有者別状況

事 業 年 度 ４月１日〜翌年３月31日
定 時 株 主 総 会 毎年６月
株主確定基準日 ⑴ 定時株主総会、期末配当金　３月31日

⑵ 中間配当を行う場合　　　　９月30日
⑶ ‌�その他必要があるときには、あらかじめ公告して

臨時に基準日を定めます。
株主名簿管理人

三菱UFJ信託銀行株式会社特 別 口 座 の
口 座 管 理 機 関

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒183－0044
東京都府中市日鋼町1－1
℡　0120－232－711（通話料無料）

郵 送 先 〒137－8081
新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

公 告 掲 載 方 法 電子公告により行います。
公告掲載URL
https://www.technohorizon.co.jp/ir/stocks/koukoku/

（ただし、やむを得ない事由により、電子公告によるこ
とができない場合は、日本経済新聞に公告いたします。）

（ご注意）
１.　‌�株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社

等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお
取り扱いできませんのでご注意ください。

２.　‌�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口
座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３.　‌�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

代表取締役社長 兼 CEO 野 村 拡 伸
取 締 役 口 野 達 也
取 締 役 加 藤 靖 博
取締役（社外） 寺 澤 和 哉
取締役（社外） Anis Uzzaman

常 勤 監 査 役 渡 邉 哲 也
監査役（社外） 原 田 彰 好
監査役（社外） 飯 田 浩 之
監査役（社外） 井 上 龍 哉

大株主株式の状況

株主名 所有株式数
（千株）

持株比率
（％）

有限会社野村トラスト 1,480 10.98

有限会社野村興産 585 4.34

榊　泰彦 295 2.19

株式会社SBI証券 277 2.05

株式会社大垣共立銀行 264 1.95

テクノホライゾン従業員持株会 261 1.93

榊　雅信 253 1.88

楽天証券株式会社 196 1.45

榊　順子 156 1.15

野村信託銀行株式会社（投信口） 153 1.14
（注）１.　当社は、自己株式7,586千株を保有しておりますが、上記大株主から除外しております。

２.　持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

発行可能株式総数 50,000,000株
発行済株式総数 21,063,240株
株 主 数 9,391名


